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第１章  はじめに  

１ .１ . 目的  

水道事業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、水道施設という住民生活に身近な

社会資本を整備し、給水サービスを提供する役割を果たしており、公共の福祉を増進していくことが求められています。 

平成 25 年 3 月に厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」が示すように、わが国の水道事業は今後、施設等の

老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収入等により、厳しい経営環境を迎えることが見込まれてい

ます。これからの水道事業は、自らの経営等について的確な現状把握を行った上で、中長期的な視野に基づく計画

的な経営に取り組み、効率化と経営健全化を進めることが求められます。 

こうした水道事業のおかれた経営環境を鑑み、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に向けた中長期的な経

営の基本計画とするため、平成 29年 3月に経営戦略を策定しました。 

その後、西北事業部では、令和 3 年 4 月より水道料金の改定を実施、及び津軽事業部からの受水を開始しまし

た。また、国では、令和元年 10 月には改正水道法が施行されるなど、西北事業部をめぐる状況は変化し続けてい

ます。これらを背景に、これまでの経営戦略における投資・財政計画の検証と今後の計画の見直し、諸条件の変更

などを踏まえ、経営戦略を改定するものです。 

１ .２ . 位置づけと計画期間  

(１) 経営戦略の位置づけ  

経営戦略は、水道事業ビジョンの下位計画として、ビジョンが示す将来像を実現するために必要な財源見通し

を具体的に示すものです。具体的には、施設・設備投資の見通しである「投資計画」と、支出の財源見通しであ

る「財源計画」を均衡させる「投資・財源計画」を定めることで、経営基盤の強化と財政マネジメントを推進します。 

(２) 計画期間 

経営戦略は、令和 5年度から令和 14年度までを計画期間とします。 
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第２章  水道事業の概要  

２ .１ . 現況  

ア）  給水  

事業名 津軽広域水道企業団（西北事業部）末端給水事業［法適用事業］ 

供用開始年月日 平成6年 4月 1日 

計画給水人口 37,400 人 

現在給水人口 28,304 人（令和4年 4月 1日） 

有収水量密度 0.073 千㎥／ha 

イ）  施設  

水源 津軽広域水道企業団津軽事業部（浄水受水） 

施設数 配水池６箇所 

配水能力 13,000 ㎥／日 

導送配水管延長 464 千m 

ウ）  料金  

料金体系 用途別料金体系 

基本料金（税抜） 1,870 円／月（家庭用）［基本水量 8㎥］ 

超過料金（税抜） 270 円／㎥（家庭用） 

エ）  組織  

図表 ２-１ 西北事業部組織図（令和 4年 4月現在） 

 
（注）再任用職員を総務係に 2 名、給水装置係に 1 名含む  

 

  

部長 総務課（6人） 

工務課（6人） 

課長 

課長 

総務係（5人） 

施設管理係（3人） 

給水装置係（2人） 
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２ .２ . 歴史  

西北事業部は、平成 6 年 4 月に津軽新田水道企業団、木造町水道事業、稲垣村水道事業、車力村水

道事業、市浦村簡易水道事業の 5水道事業を承継して設立されました。 

その後、平成 17 年に構成市町村であった木造町、森田村、柏村、稲垣村、車力村が合併してつがる市とな

り、また市浦村が五所川原市と合併したため、現在の構成市は 2市となっています。 

図表 ２-２ 西北事業部の沿革 

 

  

津軽新田水道企業団 
（木造町・森田村・柏村） 

木造町水道事業 

稲垣村水道事業 

車力村水道事業 

市浦村簡易水道事業 

西北事業部 

昭和 43 年 6月 

昭和 33 年 5月 

昭和 42 年 8月 

昭和 45 年 7月 

昭和 43 年 9月 

平成 6年 4 月 

平成 17 年 2月 

平成 17 年 3月 

木造町 

森田村 

柏村 

稲垣村 

車力村 

市浦村 

五所川原市 

つがる市 
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２ .３ . 給水区域と施設  

西北事業部は、つがる市の全域と五所川原市の市浦地域に水道水を供給しています。 

西北事業部は、生活様式や社会環境の変化などの影響により、水源である河川の水質汚濁や地下水の水

量不足に悩まされてきました。そこで、浅瀬石川ダムを水源とする津軽事業部からの受水に、全面的に水源を求

めることとしました。 

令和 3 年 4 月の受水後は、以下のように西北流量計室から送水管で水を送り、各配水池から、5 つの給水

区域内に水道水を供給しています。また、未普及地域の水道管の整備を行いました。 

各施設の配置状況を以下に示します。 

図表 ２-３ 受水後の施設配置 

 

 

20km 0 

市浦配水池 

富萢配水池 

浅瀬石川ダム 

津軽事業部 

総合浄水場 

西北流量計室 

筒木坂配水池 

館岡ポンプ場 

車力調整池 

弘前市 

黒石市 

青森市 

平川市 

田舎館村 

藤崎町 

板柳町 

鶴田町 

五所川原市 

鯵ヶ沢町 

今別町 

外ヶ浜町 

外ヶ浜町 

蓬田村 

中泊町 

つがる市 

五所川原市 

中泊町 

西北配水場中央棟 

西北受水池 

西北配水池 
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２ .４ . 経営分析結果  

経営戦略の策定に当たって、これまでの西北事業部の経営状況を分析しました。 

今後の経営を考えるに当たって踏まえておくべき課題として、以下のようなものが挙げられます。 

(１) 給水収益の減少  

西北事業部の給水区域では、給水人口の減少に伴い、給水収益も減少を続けています。 

こうした中で、平成30年度に水道料金検討審議会を開催し、その答申に基づいて、令和3年度には水道料

金の改定を行い、料金の適正化を図りました。なお、料金算定期間は令和 3年度から令和 7年度までの 5 年

間としています。 

なお、受水に伴い、水道未普及地域に対する水道管整備を実施しており、一部地域については普及が進む予

定ですが、長期的には給水人口の減少に伴い、給水収益も減少していく見込みです。 

図表 ２-４ 給水収益と給水人口の推移 
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近隣事業体との水道料金の比較  

令和 3 年度の改定後の水道料金を近隣の水道事業体と比較すると、西北事業部は、小口需要家（家庭

用・月 20 ㎥使用）において、中泊町に次いで 2番目に高い水準になります。 

図表 ２-５ 使用水量 20㎥の水道料金の比較（月額、税込） 

 

一方、大口需要家（工業用・月 450 ㎥使用）で比較すると、西北事業部は弘前市に次いで 5 番目に低

い水準になります。 

図表 ２-６ 使用水量 450㎥の水道料金の比較（月額、税込） 

 

水需要の減少が進む中、安定経営の観点からは小口需要家に負担いただくことが必要ですが、近隣事業体と

の比較も鑑み、今後も水道料金のあり方を考えることが必要です。 

 

  

124,146 円 

5,929 円 
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(２) 維持管理費用の抑制  

西北事業部の給水原価は、全国の同規模事業体1平平均に比べて高い水準にあります。近隣事業体の給水

原価を見ても、地理的な条件から維持管理費用が高くならざるを得ない傾向にあります。 

図表 ２-７ 給水原価の比較（令和２年度） 

 

（出典）地方公営企業年鑑令和 2 年度版より作成  

同規模事業体平均と費用の内訳を比較すると、西北事業部は職員給与費、支払利息、減価償却費、動力

費、修繕費、薬品費、委託料といった項目が高くなっています。支払利息や減価償却費、受水費は、固定費と

しての性格が強いため、短期的な経営努力で削減することが難しい項目です。 

こうした中で、受水への移行、及び令和 4 年度からの水道料金徴収事務等包括業務委託の実施により、職

員給与費、動力費、修繕費、薬品費などの変動費や委託料の削減を図ってきました。しかし、今後は資材・エネ

ルギー価格等の上昇が見込まれており、さらなる経営改善が必要な状況にあります。 

図表 ２-８ 費用構成の比較（令和２年度） 

 

（出典）地方公営企業年鑑令和 2 年度版より作成  

 
1 給水人口 3 万人以上 5 万人未満の末端給水事業。 
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(３) 効率的な施設運用 

水需要の減少、そして受水に伴う管路延長の増加に伴い、水を配る配水管の利用効率は、低下傾向にあり

ます。また、管路の老朽化に伴い、漏水が発生し、有収率も徐々に低下傾向にあります。 

管路は徐々に老朽化が進んでいくことから、漏水調査を実施して、漏水が多い地区等を把握し、重要度などの

優先順位を考慮しつつ、効率的な更新を実施していくことが必要です。 

図表 ２-９ 配水管使用効率の推移 

 

図表 ２-１０ 有収率の推移 
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こうした中、西北事業部では平成27年度より本格的なアセットマネジメントの導入を進め、年度当たり約5億

円の費用を確保して管路の更新・耐震化を進めてきました。 

直近の 5 年間では、管路の更新率は約 1～2％で推移しています。その結果、管路の種別内訳をみると、平

成 27年度と令和 3年度では、耐震性の低い石綿セメント管や鋳鉄管の全体に占める割合が低下していること

がわかります。 

しかし、前述したように、配水管使用効率や有収率が低下しており、さらに効率的な施設運用が必要となって

います。 

図表 ２-１１ 管路の更新率 

 

図表 ２-１２ 管路の種別内訳 
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(４) 職員の減少と高齢化  

西北事業部の職員数は、年々減少傾向にあります。平成 24 年度から令和３年度にかけて、11 名減少して

います。 

特に令和 2 年度から令和 3 年度にかけては、受水に伴い、工務部門及び浄配水部門に係る職員が減少し

ています。 

図表 ２-１３ 職員数の推移 

 

年代別にみると 50 代の職員が最も多く、次いで 30 代の職員が多くなっています。平成 29 年度の経営戦略

策定時と比べ、40 代以下の職員の割合は低下しており、組織の高齢化が進んでいます。 

こうした中で、再任用職員の活用やマッピングシステムの導入による技術継承、経営面・技術面の講習会を利

用した専門的知識の習得など、人材の育成に努めてきました。引き続き、知識や技術の蓄積を図る必要があり

ます。 

図表 ２-１４ 年代別職員構成 
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(５) 企業債償還負担の上昇  

西北事業部は令和3年4月から受水を開始するため、送水管の布設といった設備投資を進め、その財源とし

て企業債を借り入れてきました。 

そのため、平成24年度から令和３年度にかけて企業債残高は約1.5倍に増加、毎年度の給水収益に対す

る企業債残高の比率（企業債残高対給水収益比率）も上昇しており、令和３年度の企業債残高対給水

収益比率は、948.74％となっています。 

企業債の償還に当っては、将来世代に過度な負担を残さないよう、健全財政の維持に努める必要があります。 

図表 ２-１５ 企業債残高及び企業債残高対給水収益比率の推移 

 
（出典）地方公営企業年鑑平成各年度版より作成  
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第３章  経営方針  

３ .１ . 人口及び水需要の見通し  

すでに触れたように、西北事業部の給水区域内人口及び水需要は減少を続けており、今後も人口、水需要と

もに減少が見込まれています。 

水需要の減少は給水収益の減少に直結します。今後、施設の維持・更新に多額の費用が見込まれる中で、

必要な財源を確保できるかが懸念されます。 

図表 ３-１ 現在給水人口と年間総有収水量の推移 

 

 

  

実績 推計 
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３ .２ . 経営の基本方針  

これからの経営において、水道事業ビジョンで掲げている経営方針（基本理念と経営方針）は以下のとおりで

す。 

 

つ ら い と き に も  
が ん ば る 気 持 ち を 忘 れ ず に  
る ー き ー 精 神 を も ち つ つ  
の び や か な 経 営 で  
水 を 皆 さ ま に お 届 け し ま す  

基本方針 

Ⅰ 経営体制の充実・強化 

Ⅱ 水質の維持・向上 

Ⅲ 災害に強い仕組みづくり 

（３）浄水処理の最適化 

（１）水質管理の高度化 

（２）情報提供の充実 

（１）管路の更新・耐震化 

（３）事前の備えの充実 

（４）連携体制の強化 
①近隣事業体との連携  ②民間事業者との連携 

③日本水道協会との連携 ④つがる市・五所川原市との連携 

①水安全計画の策定・運用 

①水質情報提供の充実 

①バックアップ水源の確保 

①基幹管路の更新 ②末端管路の更新 

①危機管理マニュアルの策定・運用 

基本施策     具体的な取組 

持続 

ハード 

ソフト 

ソフト 

（３）人材の育成 ①OJT の強化 ②外部研修の活用 

（４）民間の担い手の活用 ①民間委託の活用 

 
ヒト 

（１）アセットマネジメントの推進 

（２）財源の確保 

①更新計画の策定・運用②マッピングシステムの導入 

①維持管理費用の抑制  ②経営情報の公開 

③経営監視の強化 ④適正料金の検討 

カネ 

安全 

強靭 

基本方針 

基本施策     具体的な取組 

基本方針 

基本施策     具体的な取組 

モノ 

ヒト 

（２）配水施設の更新・耐震化 ①既存配水池の耐震化 
ハード 
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第４章  投資・財政計画  

４ .１ . 投資計画  

(１) 管路について  

西北事業部が保有する水道施設の約 3 分の 1 を占める水道管は、統合以前の昭和 40 年代後半以降に

おける拡張期、平成初期の西北事業部設立期、平成 12 年以降の幹線配水管の布設時期に集中して整備

が進められてきました。 

管路（配水管）の法定耐用年数は 40 年です。昭和 40 年代に布設された管路が法定耐用年数を迎える

ことから、今後、これら管路の更新を進めていく必要があります。 

今後、管路更新に関し多額の費用が見込まれます。費用の増加に対しては、補助金等の活用を図るほか、木

造取水塔、稲垣取水塔などのように老朽化が進行しているものの受水により不要となった施設は、撤去すること

で更新費用を抑える予定です。その他、マッピングシステムの本格稼働により、効率的な管路の更新を図ります。 

図表 ４-１ 管路整備時期の推移 
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(２) 配水施設について 

西北事業部が保有する配水池のうち、建設時期の古い車力配水池（昭和 51 年度建設）及び富萢配水

池（昭和53年度建設）については、耐震計画を策定する予定です。 

さらに、車力配水池については、令和 14年度に耐震化工事を行う予定です。 

 

今後、耐震性の低い石綿セメント管及び法定耐用年数を迎えた硬質塩化ビニール管から優先して更新してい

く場合、令和 31年度までの期間において、年間約 5億円の更新事業費が見込まれます。資材等の単価上昇

による整備費の増加を抑制するため、工事規模や発注時期の見直しなどの対策を行います。 

なお、現時点での更新需要の見通しは、平成 29 年度の経営戦略策定時に試算したものです。当面は年間

約 5 億円の更新事業費で進め、マッピングシステムの本格稼働後、アセットマネジメント計画を見直す中で、更

新需要の見通しも見直すことを予定しています。 

図表 ４-２ 更新需要の見通し 
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４ .２ . 財源計画  

(１) 財源の考え方  

ア）  企業債  

石綿セメント管等の更新財源としては、4分の 1 を国庫補助、残りの 2分の 1 を企業債で賄います。 

今後の企業債発行額及び残高の見通しは以下のとおりです。 

図表 ４-３ 企業債発行額及び企業債残高の見通し 

 

  

実績 推計 
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イ）  他会計補助金  

上水道の高料金対策に要する経費については、一定の基準を満たす場合、一般会計から公営企業会計への

繰出しが認められています。全面受水後は受水費と減価償却費の大幅な負担増が見込まれることから、住民負

担を最大限に軽減できるよう、高料金対策繰入金を活用します。 

要件に該当する令和 5 年度以降、令和 4 年度の繰出し基準に基づいて試算される繰出金を補助金として

見込みます。 

なお、今回は最新の繰出し基準が続くものとして補助金を見込みましたが、資本費、給水原価などの繰出しの

基準は毎年度総務省から出される通知の中で示され、年度により変更の可能性があることに留意が必要です。 

図表 ４-４ 上水道の高料金対策に係る繰出し基準（令和 4年度） 

６ 上水道の高料金対策に要する経費 

（２）繰出しの基準 

ア 繰出しの対象となる上水道事業は、末端給水事業のうち前々年度における当該事業の有収水量

１㎥当たりの資本費及び給水原価がそれぞれ次の要件を満たすもので、経営健全化に十分な努力をし

ていると認められる事業とする。 

①資本費  148 円以上 

②給水原価 26１円以上 

イ 繰出しの基準額は、前々年度における資本費のうちアに定める基準を超える額に、前々年度に

おける当該事業の年間有収水量を乗じて得られる額とする。 

出典：「令和 4 年度の地方公営企業繰出金について」（令和 4 年 4 月 1 日総財公第 60 号）より抜粋  
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ウ）  給水収益  

令和3年度の料金改定により、給水収益は増加したものの、給水人口及び水需要の減少に伴い、給水収益

も減少を続けていく見通しです。 

具体的には、現在の料金体系を維持した場合、令和14年度の給水収益は約770百万円と、令和3年度

から約３％減少することが見込まれます。 

令和 5 年度からは、高料金対策繰入金が見込まれ、当面は給水収益の減少を賄うことが可能と見込まれま

す。一方で、独立採算制の原則からは過度に繰入金に依存した経営は好ましくないことや、繰入金の基準は年

度ごとに見直され、必ずしも推計した金額が繰入れられるとは限らないこと、受益者負担の観点なども総合的に

勘案して、定期的に水道料金のあり方を検討していくことが必要です。 

図表 ４-５ 給水収益の見通し 

 

  

実績 推計 
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４ .３ . 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要  

(１) 投資について  

ア）  民間の資金・ノウハウ等の活用  

令和 4 年度より実施している水道料金徴収事務等包括業務委託の状況を勘案しながら、更なる委託範囲

の拡大の可能性を検討し、委託料の圧縮を進めます。 

イ）  施設・設備のマネジメントについて  

すでに漏水が増加し、有収率が低下しつつあることから、漏水調査を実施し、漏水個所を特定します。その結

果をマッピングシステムに記録し、更新計画に反映していきます。 

また、毎戸のメータ水量データをマッピングシステムに反映させることにより、管網計算が可能となります。管網計

算により、減口径の検討を実施し、更新計画の口径決定に利用する予定です。 

その他、マッピングシステムについては、以下のような活用方法を予定しています。 

＜マッピングシステムの活用方法（予定）＞ 

⚫ 施設検索 

⚫ 漏水箇所検索 

⚫ 各種データ集計（水道統計、固定資産台帳への反映） 

⚫ 管網計算（毎戸のメータ水量データをマッピングシステムに反映、管網計算により

更新計画の口径を決定） 

⚫ 水流の把握（残塩管理、断水時の水流及び影響範囲の特定） 
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ウ）  広域化の推進  

①  受水費負担の軽減  

令和 3 年度から西北事業部が用水供給を受けている津軽事業部は、弘前市、黒石市、五所川原市、平川

市の一部、青森市の一部、藤崎町、田舎館村、板柳町、鶴田町にも水道用水を供給しています。これら受水

団体においても受水費負担は少なくないことから、津軽事業部及び受水団体と連携し、津軽圏域水道事業の

広域的なあり方について検討することで、将来的な受水費負担の抑制に努めます。 

図表 ４-６ 1 ㎥当たり費用に占める受水費の割合（左図、令和 2 年度）及び津軽事業部の用水

供給範囲（右図） 

 

 

（出典）（左図）地方公営企業年鑑令和 2 年度版より作成 （右図）津軽事業部資料より引用 

（注）右図の濃い青の太線内が令和 3 年度以降の津軽事業部による用水供給範囲 

受水費は、現在の料金単価を見込みます。 

図表 ４-７ 受水費の考え方 

項目 単価（税抜） 計算方法 

基本料金 52.97 円／㎥ 単価×365 日×責任水量（11,200 ㎥／日） 

使用料金 20.37 円／㎥ 単価×年間給水量 
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②  災害時における連携強化  

青森県水道事業広域連携に基づき、五所川原圏域定住自立圏を構成する西北地区（五所川原市、鯵ケ

沢町、深浦町、鶴田町、中泊町、西北事業部）の水道事業体間で組織を編成し、災害時における応援体制

などを確立しています。 

図表 ４-８ 定住自立圏形成の状況（令和 3年年 4月 1日現在） 

 

（出典）青森県資料より引用  
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(２) 財源について  

ア）  料金  

受水開始に合わせて、水道未普及地域の水道管整備を実施しています。料金収入の増加を図るため、水道

利用促進に向けた有効策を検討します。 

イ）  企業債  

更新財源としては、4 分の 1 を国庫補助、残りの 2 分の 1 を企業債で賄うことを基本とします。その上で、給

水収益に対する企業債残高の割合（企業債残高対給水収益比率）の推移や、現金預金残高を勘案しつつ、

更新財源における企業債残高の割合を 2分の１から 3分の 1 に引き下げることも検討します。 

ウ）  資産の有効活用  

受水に伴い、廃止した浄水場や配水池の跡地については、活用による収入と負担費用のバランスを考慮しな

がら、有効活用の可能性について検討します。 

(３) 投資以外の経費について  

ア）  職員給与費  

令和 3 年度の全面受水への移行に伴い、浄配水部門を工務部門に統合したため、職員が減少し、職員数

は受水前の半分以下となりました。 

急激な職員の減少による技術力の喪失を避けるため、定年退職を迎えた職員を再任用で活用するなどして、

円滑な技術継承に努めます。また、マッピングシステムの整備と合わせて業務の効率化を図り、部門別の人員体

制を再度検討します。 

図表 ４-９ 将来の職員配置見通し 

 



 

- 23 - 

 

イ）  委託料  

令和4年度より実施している水道料金徴収事務等包括業務委託を継続します。 

その上で、業務委託の状況を勘案しながら、更なる委託範囲の拡大の可能性を検討し、委託料の圧縮を進

めます。 

ウ）  修繕費  

令和4年度の予算を参考に、一部修繕に用いる資材価格の上昇を見込んで推計しています。 

エ）  動力費  

令和 4 年度の予算を参考に、総配水量 1 ㎥当たりの動力費単価を算出し、動力費単価に総配水量を乗じ

て推計しています。過去 10年間の実績をもとに、動力費単価は 10年間で約 2割の増加を見込んでいます。 

オ）  薬品費  

受水により西北事業部では浄水は行っていませんが、受水から配水までの距離が長いことから、安心・安全な

水供給のために残留塩素濃度を安定化させる必要があり、各配水池で使用する薬品分を見込んでいます。 

カ）  減価償却費  

令和 3年度からの受水開始に伴い、新規に布設した送水管の減価償却費が大幅に増加しています。減価償

却費負担を軽減するため、受水に伴い休止する取水塔や浄水場を除却することで、保有資産のダウンサイジン

グ（縮小）を図り、減価償却費を抑制します。 

キ）  資産減耗費  

令和4年度の予算を参考に、一定額を見込みます。 

ク）  その他の費用  

令和4年度の予算を参考に見込みます。 

ケ）  特別損失  

受水に伴い休止する取水塔や浄水場の撤去費用及び資産の除却による資産減耗費を見込みます。具体的

には、令和 5 年度に月見野浄水場及び取水場の除却、令和 7 年度に木造取水塔の撤去費用及び資産除

却、令和 9年度に稲垣取水塔の撤去費及び資産除却を予定しています。 
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４ .４ . 投資・財政計画の概要  

(１) 収益的収支  

収益的収支のうち、収入（営業収益、営業外収益、特別利益の合計額）は、料金改定のため令和2年度

から令和 3 年度にかけて増加しています。また令和 5、６年度以降は高料金対策に係る繰出金に該当するた

め、令和 5年度から令和 6年度にかけて増加する見込みです。 

一方、費用（営業費用、営業外費用、特別損失の合計額）は、受水関係の管路や施設の償却の開始に

よる減価償却費の増加により、令和 2年度から令和 3年度にかけて増加しています。また、令和 5年度、令和

7 年度、令和 9 年度には取水塔や取水場の除却を予定していることから、資産減耗費や特別損失が発生し、

単年度で費用が増加する見込みです。 

図表 ４-１０ 収益的収支の推移 

 

  

実績 推計 
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経常損益及び当年度純利益と料金改定  

令和 3 年度の料金改定では、令和 3 年度から令和 7 年度の 5 年間を算定期間としています。そして、地方

公営企業における料金の決定原則に従い、算定期間内における、公正妥当かつ適正な原価に、適正な利潤と

して資本報酬率 0.1%相当の当年度純利益を含めて総括原価を算定（営業費用及び営業外費用を基礎に

算定）し、給水収益水準及び水道料金の所要改定率を決定しました。 

令和 3 年度から令和 7 年度の算定期間内のうち、令和 3 年度、令和 4 年度については、受水に係る施設

の除却のため、令和3年度の料金改定時から当年度純利益及び経常損益は赤字を見込んでいました。実際、

令和 3 年度の決算でも赤字、また令和 4 年度についても赤字となる見込みです。また、令和 3 年度の料金改

定時には予定していなかったものの、維持費などを考慮した結果、月見野取水場の除却を実施することになりま

した。この除却費用のため、令和 5年度についても当年度純利益及び経常損益は赤字となる見込みです。 

一方で、令和 6 年度、令和 7 年度においては、総括原価の算定時に見込んでいなかった予定外の費用の増

加はあったものの、総括原価に含めた利潤もあり、経常損益は黒字を維持できる見込みです。 

また、令和8年度以降についても、受水に係る施設の除却を予定している令和9年度を除き、経常損益、当

年度純利益ともに黒字を維持できる見込みです。しかし、今後も燃料・資材価格の高騰などの状況の変化が予

想されることから、経営戦略を定期的に見直し、次期水道料金算定期間（令和８年度から令和12年度を予

定）における水道料金水準についても検討していく予定です。 

図表 ４-１１ 当年度純利益及び経常損益の推移 

 

（注１）当年度純利益は、営業収益、営業外収益、特別利益の合計額から、営業費用、営業外費用、特別

損失の合計額を引いて算出 

（注２）経常損益は、営業収益、営業外収益の合計額から、営業費用、営業外費用の合計額を引いて算出 

  

実績 推計 

令和 3 年度の 

料金改定における 

算定期間 
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(２) 資本的収支  

受水開始に伴い、資本的収入及び資本的支出は、令和 2 年度から令和 3 年度にかけて大幅に減少しまし

た。令和 4 年度以降は、老朽化した施設の更新や耐震化に係る事業が中心となり、資本的収入及び資本的

支出は、一定金額で推移する見込みです。 

図表 ４-１２ 資本的収支の推移 

 

(３) 企業債 

受水開始に伴い、企業債発行額は令和2年度に、企業債残高は令和3年度にピークを迎え、その後は徐々

に減少していく見込みです。 

図表 ４-１３ 企業債残高及び企業債発行額の推移 

 

  

実績 推計 

実績 推計 
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(４) 現預金残高  

現預金残高は、料金収入の減少や、受水に伴う除却、また燃料費・資材の高騰などから、徐々に減少してい

く見込みです。 

図表 ４-１４ 現預金残高の推移 

 

  

実績 推計 
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４ .５ . 計画の運用  

(１) 定期的な見直し  

経営戦略は、水道事業ビジョンの進捗や料金算定期間にあわせて、定期的に見直しを行います。 

第 2 期は、受水後の経営状況を踏まえた上での見直しを行いました。令和 3 年度に実施した料金改定の算

定期間が令和 7年度に終了することから、料金算定期間に合わせた見直しを行い、第 3 期は令和 8年度から

令和 1７年度を計画期間に、令和 7年度に見直しを行う予定です。 

図表 ４-１５ PDCAによる見直し 

 

(２) 進捗管理 

経営戦略では、水道ビジョンの基本方針（Ⅰ 経営体制の充実・強化、Ⅱ 水質の維持・向上、Ⅲ 災害に

強い仕組みづくり）に沿って以下を管理指標として定め、達成状況に基づく進捗管理を行います。 

Ⅰ  経営体制の充実・強化  

世代間の負担の公平に配慮した、持続的な財源の確保に努めます。 

⚫ 企業債残高対給水収益比率…給水収益（収入）に対する企業債（借金）の割合を

抑制し、将来世代の負担を軽減します。 

指標 算出方法 
H28 R３ R７ R12 

（実績） （実績） （目標） （目標） 

企業債残高対 

給水収益比率 
(企業債残高/給水収益)×100 740.2％ 948.7％ 888.0％ 780.0％ 

 

経営審議会による評価 経営審議会による評価 

第 1 期 

H28 策定 

計画期間 

H29～R10 

第２期 

R４改定 

計画期間 

（R５～1４） 

第 3 期 

R7 改定 

計画期間 

（R８～17） 

Plan

DoCheck

ActionPlan

DoCheck

ActionPlan

DoCheck

Action
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⚫ 外部研修時間…職員の技術力向上や人材育成のため、研修等を通じた外部からのノ

ウハウ習得の機会を確保します。 

⚫ 技術職員率…全面受水後は、浄水場の廃止により技術職員が減少する見通しです

が、維持管理に必要な技術力を維持するため、一定の技術職員を確保します。 

指標 算出方法 
H28 R3 R７ R12 

（実績） （実績） （目標） （目標） 

外部研修時間 

（時間／人） 

外部研修時間＝(職員が外部研修

を受けた時間×受講人数) / 全職

員数 

0.3 時間／人 1.2 時間／人 1.3 時間／人 1.5 時間／人 

技術職員率 

（％） 
技術職員率＝技術職員数 / 全職員数 ６４．０％ ６３．２％ ５０．０％ ５０．０％ 

Ⅱ  水質の維持・向上  

塩素濃度の調整を通じ、蛇口部分における水質の維持・向上に努めます。 

⚫ 平均残留塩素濃度…受水に伴い水源から蛇口の距離が長くなることを踏まえ、水道

水中における残留塩素濃度の適正管理に努めます。 

指標 算出方法 
H28 R3 R７ R12 

（実績） （実績） （目標） （目標） 

平均残留塩素

濃度（mg／L） 

平均残留塩素濃度＝残留塩素濃度合

計⁄ 残留塩素測定回数 
0.50mg／L 0.49mg／L 0.30mg／L 0.20mg／L 

Ⅲ  災害に強い仕組みづくり  

災害に強い管路への更新と耐震化率向上に努めます。 

⚫ 管路の更新率（累計）…計画的な管路更新により、地震等の災害に強い管路への置

き換えを推進します。 

⚫ 有収率…マッピングシステムの本格稼働により、予防保全による漏水防止対策を進

めます。 

指標 算出方法 
H28 R３ R７ R12 

（実績） （実績） （目標） （目標） 

管路の更新率 

（累計）（％） 

(当該年度までに更新された管路延長

（累計）/管路延長)×100 
1.79％ 8.23％ １５％ ２０％ 

有収率 

（％） 
年間総有収水量/年間総配水量×100 

８３．０

４％ 

７８．０

５％ 

８３．０

０％ 

８５．０

０％ 
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(３) 情報公開 

西北事業部の経営状況を広く水道利用者の皆様にご理解いただくため、経営戦略のほか水道事業経営に係

る情報を、ホームページを活用して公開していきます。 

あわせて、経営審議会等を活用し、ビジョンとあわせて第三者の立場から定期的に戦略の実行状況を評価して

もらうことで、客観的で透明性の高い経営監視体制を整備します。 
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４ .６ .  投資・財政計画  

収益的収支（千円） 

 

 

 

  

Ｈ28（決算） Ｈ29（決算） Ｈ30（決算） R1（決算） R2（決算） R3（決算） R4（予算） R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

1. （A） 799,697 792,272 778,004 767,942 763,120 800,229 811,338 796,063 794,327 791,891 789,472 787,057 784,649 782,256 779,871 777,484 775,117

（1） 791,813 785,120 771,383 761,778 757,050 794,659 805,580 791,215 789,479 787,043 784,624 782,209 779,801 777,408 775,023 772,636 770,269

（2） （B） 560 0 0 0 0 0 910 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（3） 7,324 7,153 6,621 6,164 6,071 5,570 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848 4,848

2. 104,421 103,673 111,895 118,143 122,492 121,945 248,334 288,316 586,560 562,039 564,522 569,277 573,515 577,125 580,647 584,888 585,363

（1） 46,927 47,135 47,543 48,272 48,894 48,258 45,974 86,558 383,237 357,865 359,323 362,357 365,532 367,297 368,986 372,559 376,565

（2） 56,274 55,114 63,541 69,467 73,095 72,664 201,527 200,925 202,490 203,341 204,366 206,087 207,150 208,995 210,828 211,496 207,965

（3） 1,220 1,425 811 404 502 1,023 833 833 833 833 833 833 833 833 833 833 833

（C） 904,118 895,946 889,899 886,086 885,612 922,174 1,059,672 1,084,379 1,380,887 1,353,930 1,353,994 1,356,334 1,358,163 1,359,381 1,360,518 1,362,371 1,360,480

1. 723,862 734,446 733,098 742,945 737,616 939,122 1,306,429 1,255,335 1,259,192 1,263,955 1,271,603 1,275,470 1,280,897 1,290,925 1,297,208 1,300,912 1,291,873

（1） 146,747 145,167 128,086 114,473 98,329 105,327 87,504 73,000 70,000 67,000 67,000 64,000 64,000 66,000 64,000 64,000 64,000

75,931 74,396 68,987 62,974 55,033 51,753 44,326 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496 34,496

30,031 29,385 25,492 23,272 19,369 18,677 17,993 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008 19,008

21,378 20,920 19,454 18,057 14,914 14,335 13,503 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496 10,496

8,799 9,555 4,430 0 0 15,120 5,368 0 0 0 0 0 0 2,000 0 0 0

10,608 10,911 9,723 10,171 9,012 5,442 6,314 9,000 6,000 3,000 3,000 0 0 0 0 0 0

（2） 265,232 275,813 266,134 271,474 276,580 485,580 463,202 445,182 445,237 446,026 446,850 447,712 447,977 448,249 448,529 448,395 448,262

37,613 42,368 43,575 42,935 40,541 36,139 22,887 16,028 16,369 16,716 17,070 17,431 17,798 18,172 18,554 18,523 18,492

45,792 35,252 41,016 45,434 44,489 17,848 1,591 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

34,636 30,433 28,768 35,751 37,118 32,317 23,464 23,954 24,470 25,014 25,587 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191

122,730 143,061 126,954 121,416 127,764 102,040 98,560 94,585 93,886 93,886 93,886 93,886 93,886 93,886 93,886 93,886 93,886

324 187 331 372 458 86 184 184 184 184 184 184 184 184 184 184 184

2,780 3,968 2,947 3,143 4,048 1,611 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964 2,964

3,761 4,002 4,043 4,077 4,043 4,403 7,874 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403 4,403

937 958 1,567 1,727 986 1,032 947 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851 2,851

125 102 133 110 161 92 127 127 127 127 127 127 127 127 127 127 127

0 0 0 0 0 272,255 287,607 284,390 284,287 284,184 284,081 283,978 283,876 283,773 283,671 283,569 283,467

16,534 15,481 16,800 16,508 16,973 17,758 16,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997 13,997

（3） 310,928 311,658 337,708 353,838 361,239 340,962 753,881 735,153 741,955 748,929 755,753 761,758 766,920 774,676 782,679 786,517 777,611

（4） 955 1,808 1,171 3,160 1,468 7,252 1,842 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

2. 113,303 109,187 107,562 104,629 97,245 93,625 89,809 82,559 78,365 74,855 71,811 68,867 66,020 63,227 60,583 58,107 55,786

（1） 112,924 109,010 105,005 101,342 96,295 92,542 88,710 82,559 78,365 74,855 71,811 68,867 66,020 63,227 60,583 58,107 55,786

（2） 380 177 2,557 3,288 950 1,083 1,099 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（D） 837,165 843,632 840,660 847,575 834,860 1,032,747 1,396,238 1,337,894 1,337,557 1,338,810 1,343,414 1,344,337 1,346,917 1,354,152 1,357,791 1,359,019 1,347,659

（C）-（D） （E） 66,953 52,314 49,239 38,511 50,751 △ 110,573 △ 336,566 △ 253,516 43,329 15,120 10,579 11,996 11,246 5,228 2,727 3,352 12,820

（F） 0 0 19,569 0 0 181,960 0 3,932 0 0 0 138 0 0 0 0 0

（G） 0 0 0 0 0 923,641 18,182 195,929 0 50,865 0 173,131 0 0 0 0 0

（F）-（G） （H） 0 0 19,569 0 0 △ 741,682 △ 18,182 △ 191,997 0 △ 50,865 0 △ 172,993 0 0 0 0 0

（E）＋（H） 66,953 52,314 68,808 38,511 50,751 △ 852,254 △ 354,748 △ 445,513 43,329 △ 35,745 10,579 △ 160,997 11,246 5,228 2,727 3,352 12,820

受 水 費

収 入 計

光 熱 水 費

公 課 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

手 当

法 定 福 利 費

そ の 他

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

委 託 料

材 料 費

特 別 損 失

資 産 減 耗 費

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

そ の 他

減 価 償 却 費

薬 品 費

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

当年度純利益（又は純損失）
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資本的収支（千円） 

 

 

Ｈ28（決算） Ｈ29（決算） Ｈ30（決算） R1（決算） R2（決算） R3（決算） R4（予算） R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

1. 405,700 456,300 680,600 800,000 815,300 358,400 238,100 217,500 217,500 217,500 217,500 217,500 217,500 217,500 217,500 217,500 244,800

2. 458,406 501,565 592,351 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3. 57,371 69,922 81,055 832,186 1,545,580 454,270 128,945 12,324 8,952 7,123 6,933 6,882 6,848 6,095 5,293 3,829 2,368

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6. 405,793 607,839 671,369 776,545 802,715 338,540 109,866 100,000 100,000 100,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 93,650

7. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8. 2,894 3,766 0 20,020 946 2,750 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（A） 1,330,164 1,639,392 2,025,375 2,428,751 3,164,541 1,153,960 476,911 329,824 326,452 324,623 304,433 304,382 304,348 303,595 302,793 301,329 340,818

（B）

（A）-（B） （C） 1,330,164 1,639,392 2,025,375 2,428,751 3,164,541 1,153,960 476,911 329,824 326,452 324,623 304,433 304,382 304,348 303,595 302,793 301,329 340,818

1. 1,466,923 2,041,777 2,242,809 2,594,883 3,393,358 1,279,920 540,804 501,000 501,000 501,000 501,000 501,000 501,000 501,000 501,000 504,000 555,600

0 0 0 0 0 0 16,014 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 19,000 16,000

2. 235,706 253,244 269,520 288,741 314,884 329,867 349,795 332,928 336,324 348,584 372,138 381,646 385,491 384,659 377,464 380,399 363,955

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（D） 1,702,629 2,295,021 2,512,328 2,883,625 3,708,242 1,609,787 890,599 833,928 837,324 849,584 873,138 882,646 886,491 885,659 878,464 884,399 919,555

(E) 372,465 655,629 486,953 454,874 543,701 455,827 413,688 504,104 510,872 524,961 568,705 578,264 582,143 582,064 575,671 583,070 578,737

企業債残高 (H) 5 ,884,898 6,087,955 6,499,035 7,010,294 7,510,710 7,539,243 7,427,548 7,312,120 7,193,296 7,062,212 6,907,574 6,743,428 6,575,437 6,408,278 6,248,314 6,085,415 5,966,260

現預金残高 (I) 1 ,742,627 1,362,815 1,205,322 998,751 338,963 1,017,960 803,720 386,399 460,321 444,136 439,398 257,670 248,543 239,250 240,158 237,461 243,190

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

純 計

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

計

（A）のうち翌年度へ繰り越される支出の財源充当額
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４ .７ . 原価計算表  

 

布設年月日 平 成 ６ 年 ４ 月 １ 日

給水人口 28,304人

計算期間
自 令 和 ５ 年 ４ 月
至 令 和 ９ 年 ３ 月

（４年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

794,659 788,090 788,090

0 0 0

127,515 505,207 505,207

922,174 1,293,297 0 1,293,297

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

給 料 13,169 0 0

諸 手 当 4,982 0 0

福 利 費 3,656 0 0

退 職 給 付 費 0 0 0

そ の 他 1,362 0 0

17,848 1,700 1,700

36,139 16,546 16,546

710 0 0

70,118 38,023 38,023

0 0 0

386 347 347

2,209 2,621 2,621

277 138 138

20 0 0

272,255 284,235 284,235

0 0 0

3,038 648 648

426,169 344,258 0 344,258

給 料 16,054 13,907 13,907

諸 手 当 6,799 7,200 7,200

福 利 費 4,594 4,206 4,206

退 職 給 付 費 0 0 0

そ の 他 1,266 2,152 2,152

0 0 0

17,993 10,600 10,600

677 1,526 1,526

86 184 184

204 712 712

50 28 28

0 0 0

48 94 94

0 0 0

720 923 923

48,490 41,533 0 41,533

人
　
件
　
費

動 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費

公 課 費

小 計

配
水
費

そ の 他

小 計

委 託 料

材 料 費

浄
水
及
び
送
水
費

人
　
件
　
費

浄 水 用 薬 品 費

動 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

委 託 料

材 料 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費

そ の 他

公 課 費

受 水 費

給 水 装 置 工 事 費

合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

そ の 他

料 金 (X)

収　　入　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額
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給 料 294 229 229

諸 手 当 5 5 5

福 利 費 0 0 0

退 職 給 付 費 0 0 0

そ の 他 0 0 0

13,501 13,790 13,790

0 0 0

13,800 14,024 0 14,024

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 22,236 20,360 20,360

諸 手 当 6,892 11,802 11,802

福 利 費 6,084 6,290 6,290

退 職 給 付 費 15,120 0 0

そ の 他 2,814 3,098 3,098

31,245 54,512 54,512

1,021 1,905 1,905

2,144 1,755 1,755

755 2,712 2,712

113 366 366

25 33 33

92,542 76,898 1,112 75,786

340,962 745,448 498,414 247,033

7,252 2,000 2,000

15,083 12,426 5,681 6,745

544,288 939,604 505,207 434,397

1,032,747 1,339,419 505,207 834,212

834,212

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.94

＜料金水準についての説明＞

そ の 他

小 計

委 託 料

一
般
管
理
費

人
　
件
　
費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費

修 繕 費

公 課 費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者
負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効
果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」（公益社団法人日本水道協
会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

そ の 他

　令和５年度から令和８年度までの料金算定期間において、料金を料金対象経費で除した数字は、約94％となっています。なお、料金対象経費は、令
和３年度の料金改定時と同様人件費、受水費、減価償却費などを含む営業費用と営業外費用の合計値から、補助金や長期前受金戻入などの控除項
目を除いて算出しています。
　令和３年度の料金改定では、令和３年度から令和７年度までを算定期間とし、公営企業料金の決定原則である総括原価方式に基づいて所要改定率
を算出しました。総括原価の中には、資本報酬率０．１%相当の利潤を含めています。
　原価計算表では計算期間を令和５年度から令和８年度まで、令和３年度の料金改定時では算定期間を令和３年度から令和７年度までとしており、期
間が異なることに注意が必要ですが、料金が料金対象経費を下回っていることには注意が必要です。今後は人口減少により、有収水量も減少していく
見通しであるため、さらなる経営改善に努めつつ、料金対象経費で料金を賄えるよう、算定期間ごとに使用料水準を検証していく必要があります。

給
水
装
置
工
事
費

人
　
件
　
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 減 耗 費

修 繕 費

小 計

受 託 工 事 費


